
 

令和 6年度 事業方針 
 

社会福祉法人 四天王寺福祉事業団 
 

われわれ法人は、四天王寺 開祖 聖徳太子の御聖旨に則る『理念』を礎として、ご利用者の尊厳

を守り、良質なサービスを安全に提供し、安心して地域で暮らすことができるよう貢献することを、

「宣言」において顕揚し、その具現化を求めている。「宣言」は、職員一人ひとりが日々の業務遂行

において、憶念し実践しなければならない。よって、この「宣言」を根幹として、事業方針、事業

計画、各施設の経営計画が作成される。職員は、各施設における経営計画に基づき、各々の目標を

明確にして、実行していかなければならない。この規範こそ、四天王寺福祉事業団の一貫した事業

方針の要諦であり、その取り組み姿勢と行動をもって、法人全体の成果として結実させるためにも、

各々の職員が事業運営において励行すべきものである。 

さらなる「宣言」の徹底には、各事業部及び各々の施設での協議・協働の場においてはもちろん

のこと、法人内の様々な研修会や職場における面談など、対人コミュニケーションの機会を通じて、

日常的な啓発・啓蒙が求められる。同時に、Do-CAPシートの活用によって職員自らが、自己の任務

や目標の管理・評価にも特段の意を払わねばならない。また、それら計画に基づき法人としても、

「ヒト・モノ・カネ」＝「人財・サービス・財務」の観点にも注視しながら、「宣言」のより一層の

具現化に努めるものである。 

 わが国においては、令和 2年（2020年）から猛威を振るう新型コロナウイルス感染症が、令和 5

年（2023年）5月 8日から感染症法上の位置づけが、これまでの 2類から季節性インフルエンザ等

と同じ 5類感染症へ移行した。従前は、施設内で新型コロナウイルス感染症が発生した場合には、

ご利用者が日常の社会生活を過ごすために必要な支援の中断、あるいは事業休止を余儀なくされて

いたが、現状では医療・福祉サービスが漸く回復基調にある。とは申せ、弱毒化が見られるものの

依然としてウイルスの変異が続いており、断続的なウイルス感染によって法人内の各施設では、今

なお感染予防及びその対応に苦慮している。とりわけ、重症化リスクの高い高齢者や重度障害者の

方々がご利用される各施設においては、ご利用者の QOL[Quality of life:生活の質、生命の質]を考

慮しつつ、引き続きエビデンスに基づく堅実な感染予防・抑制対策を徹底する。 

withコロナを前提として、業務遂行に関連する諸会議及び内外の研修や職員採用活動において

は、オンラインやオンデマンドを駆使すると共に、情報通信ネットワーク技術を積極的に活用しな

がら、法人職員の「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」への取り組みを定着させて、

時間外勤務の削減や勤務間インターバルの確保、有給休暇取得率向上の徹底を図る。加えて、職員

の健康管理は、身体にとどまらず心のケアも肝要である。既に、法人及び各施設では、「こころの健

康相談窓口」を常設しており、メンタルヘルス研修やストレスチェックの実効性を高めつつも、そ

の効果を検証する。あわせて、近年、社会的問題となっている各種ハラスメント事案の発生を未然

に防ぐ観点から、当法人では昨年後半から、法人内全施設を対象に職場環境調査（アンケート）を

実施し、その調査結果を精査した上で、法人本部部長及び副部長が法人職員のプライバシー保護を

徹底しながら、施設ごとに順次、法人職員との個別面談を開始している。本年度も定期的なハラス

メント防止の啓蒙・啓発研修と共に、今後も継続して行い、風通しの良い組織風土の醸成を期す。 

近年の福祉職の人財確保は、愈々厳しい採用状況を迎えた。2025年問題[団塊の世代の後期高齢者

（75歳以上）が急増する]、2040年問題[社会保障において、85歳以上が高齢者人口の 3割を占め、

現役世代 1.5人で高齢者 1 人を支える]など、将来的な介護福祉の人財不足を指摘する予測をうけ、

人的資源活用の在り方[人員の配置・確保・育成及び定年延長に関する法改正の動き]に関する議論

を深めつつ、具体的な制度設計に着手する。もとより、当法人が理想とする人財像には、“福祉に対

する情熱があり、しっかりとした目標を立てることができ、今なすべきことが判っており、周りか

ら信頼される”といった、資質・能力を備えた真摯な人財の確保・育成が提起されている。かけが

えのない人財の定着を図るためには、職員が職務遂行を通じて自らが帰属する組織に愛着が湧き、

自己啓発や自己実現が可能となるべく、われわれは魅力ある法人づくりにも一意専心しなければな

らない。 

サービスについては、法人組織内の連携・協働体制を強化し、画一的な利用者・患者支援にとど



 

まることなく、他法人からの追随を許さない個人の尊厳と主体的な生活の実現に資するサービスの

向上・開発[ICT(情報通信技術)、AI（人工知能）、IoT（モノのインターネット）等の新たな技術の

導入を含め]を視野に入れた事業計画や、それらに関連する有為な人財の育成計画を立案する。 

財務については、各事業や各施設の運営が安定的に継続できるように、大規模修繕や基幹設備の

更新、建て替えや新規事業への準備資金、職員福利厚生の充実等、将来的に必要な資金確保を具体

化し、法人全体の中長期計画の立案には、法人を構成する各事業部・各施設が参画・協働する。 

近年のリスクマネジメントにおいては、多発・巨大化している地震・台風等による大規模自然災

害、新たな感染症の蔓延など、緊急事態に遭遇した場合を想定した、「事業継続計画/BCP[Business 

Continuity Plan]」の取り組みが求められている。前年度に続き、従前の防災計画の見直しに止め

ず、BCPの観点に立脚した計画を具体化する。なお、今後の新たな感染症や東南海・南海地震を想定

した事業休止リスクの負担軽減を目的に、休業補償保険等の様々な備えを順次検討・着手する。 

令和元年度から当法人の各事業部・各施設において共有する目標として、CS（顧客満足）と ES（従

業員満足）の両立を提起した。ご利用者へは、「安全・健康・利便性」、職員の方々には「安全・健康・

働き甲斐」ととらえて、CS と ES の両者に関して、転倒・事故や労災・離職を限りなく逓減させるべ

く、“ゼロ・スローガン”を標榜した。この方針は、本年度も引き続き堅持する。 

地域社会における公益的な取り組みは、当法人が創設時より貢献してきた分野であった。近年、

社会福祉法人は、社会福祉事業を中心とした従来型サービスの提供にとどまらず、地域の様々な福

祉ニーズに対応する中核的な役割が求められつつある。つまり、多様化・複雑化する地域課題・生

活課題を包摂する、地域共生社会の実現に向けては、高い専門性を備えた担い手となることが要請

されている。地域共生社会とは、“…社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ご

との『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が

事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人

ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すもの…”[出所：平成 29(2017)年

2月 7日厚生労働省「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）]と定義される。 

この地域共生社会の実現に向けた取り組みは、法人の「宣言」で掲げる「人の幸せをよろこびと

する福祉社会の実現」に適うものである。 

顧みれば、われわれの先人・先達は、弛まぬ研鑽と献身的な尽力・協働によって、戦後復興期の

困窮・混乱や、その後幾度かの混迷の時期を乗り越えて、今日の法人・施設の発展の礎を築かれて

きたことに思いを馳せれば、われわれは決して諦めてはならない。翻って、現下の国家財政や人口

動態に鑑みれば、従前のような「公」から福祉法人への支援が、手厚くも潤沢になることは望みに

くい状況にある。今こそ、法人に集う役職員が各々の立場や役どころにおいて叡智を結集し、四天

王寺福祉事業団創設の『理念』や「宣言」を常に憶念し、日々「和顔愛語」の励行と共に、進取果

敢な福祉・医療の事業展開による地域や社会への貢献が強く求められている。 

況や、近時の SDGs[“Sustainable Development Goals”：「持続可能な開発目標」]の理念にも通じ

る、社会的包摂や多様性を受容する「和の精神（こころ）」を実践しながらも、地域や社会に変革を

齎すイノベーター[“innovator”：「革新者/変革者]としての役割を発揮しつつ、postコロナ時代の

黎明として令和 13(2031）年度の法人創立 100周年を迎えたい。 

よって、法人本部においては、内外の経営環境に関連する情報の収集・分析・発信力を強化するた

めに、経営戦略的機能の在り方を検討し、法人組織の整備や中長期計画の策定を主導する。 

以下に、本年度事業方針の帰結の一助として、P.F.ドラッカーのマネジメントに関する示唆的な

言葉を引用し、結びとする。 

“優先順位の決定には、いくつか重要な原則がある。すべて分析ではなく勇気にかかわるものである。

第一に、過去ではなく未来を選ぶ。第二に、問題ではなく機会に焦点を合わせる。第三に、時流に乗

るのではなく独自性をもつ。第四に、無難で容易なものではなく、変革をもたらすものを選ぶ。” 

【出所】：『経営者の条件』（上田惇生訳・ダイヤモンド社）より 

 


